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第１章 都市計画道路の現状と検討の背景及び経緯 

 

（１）見直しの経緯                                

 

現在の都市計画道路の多くは、昭和 40 年代までに都市計画決定されており、その後、全市的

な見直しは行われていない。 

この間、横浜都心、新横浜都心の開発や機能集積が進むなど、都市構造が大きく変化するとと

もに、道路構造令の改訂にみられるような歩行者空間の充実や、緑地など自然環境や景観に対す

る意識の高まりなど、都市計画道路を取り巻く状況は様々な面で変化してきており、これらの変

化に適切に対応する必要がある。 

そこで、横浜市では、将来を見据えつつ、全市的な観点から骨格的な道路網の検証を行なうと

ともに、地域的な観点から個々の路線区間について必要性を検証し、「都市計画道路網の見直し」

を行っている。 

 

（２）都市計画道路の概要                             

 

ア 道路の基本的な機能 

  今日、都市部において道路が備えるべき基本的な機能は、以下のように整理できる。 

①人や車の通行などに寄与する「交通機能」 

②良好な歩行者空間など沿道環境を提供し、また、都市防災に寄与するとともに、上下 

水道・電気・ガス施設などを収容する「空間機能」 

③都市の骨格や街区を形成し、土地利用の方向づけに寄与する「市街地形成機能」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

交通機能

空間機能

市街地形成機能

人や物資の通行空間としての機能

敷地への出入・駐停車など沿道サービスの機能

景観・日照など都市環境保全のための空間

避難通路・救援活動のための通路としての機能・延焼防止帯としての機能

公共交通、供給処理施設（電気・上下水道など）、道路の付属物などの収納空間

都市の骨格を形成し、都市の発展方向や土地利用の方向性を規定する機能

一定規模の宅地を区画する街区を形成する機能

人々が集い、遊び、語らう日常コミュニティー空間
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図－１ 道路の基本的な機能 
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イ 都市計画道路とは 

都市計画道路とは、法律（都市計画法）に基づいて、あらかじめルート・幅員などが決めら

れた、都市の骨格となり、まちづくりに大きく関わる道路のことであり、都市の将来像を踏まえ

て計画される。 

都市計画道路は、大規模な道路が多く、整備費用も多額になることから、計画を立ててすぐ

に事業化することは難しく、優先度が高いものから計画的、効率的に整備していく。 

そのため、都市計画道路が計画されている場所では、将来的に道路整備が円滑に進むように、

建物の建築に際して、一定の制限がかかっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
１．都市計画法による制限　　　　　　　　　

　　都市計画施設の区域内においては、将来の
都市計画事業の円滑な執行を確保するために
建築制限を課している。建築には許可が必要
であり、都市計画法第54条では、必ず許可をし
なければならない基準を定めている。

1.階数が２以下でかつ地階を有しないこと

2.主要構造部（建築基準法第２条第５号に定める主
　要構造部をいう。）が木造、鉄骨造、コンクリートブ
　ロック造その他これらに類する構造であること

都市計画法第54条（昭和43年）

(２)２回目（平成13年４月）
対象：全路線
建築物の構造等：都市計画法54条の規定と同じ
緩和の内容：階数３以下かつ地階を有しない
これまでの許可件数:３８８件（平成13年４月～平成20年３月）

２．建築制限の緩和 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　 道路整備は、事業化までに長期間を要することが見込まれることを考慮し、横浜市では、
過去２回にわたり、国と協議を行い、緩和の基準を設けて運用してきた。

(１)１回目（昭和62年８月）

対象：都心部の都市計画道路計11路線（延長18.74km）
（歩道の拡幅を残すなど道路の機能が概ね確保できている
　都市計画道路）

建築物の構造等：
　　　　都市計画法54条の規定のうち、木造を除く

緩和内容：商業地域階数４以下かつ地階を有しない
　　　　　　 近隣商業地域階数３以下かつ地階を有しない

どちらも１階部分以上（梁下有効2.7m以上）を公開する

これまでの許可件数:９７件（昭和62年４月～平成20年３月）

規制緩和のイメージ

梁下有効
　2.7m以上

車道

→

（歩道の上に建築している例）

近隣商業地域
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→
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現道
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　　都市計画施設の区域内においては、将来の
都市計画事業の円滑な執行を確保するために
建築制限を課している。建築には許可が必要
であり、都市計画法第54条では、必ず許可をし
なければならない基準を定めている。

1.階数が２以下でかつ地階を有しないこと

2.主要構造部（建築基準法第２条第５号に定める主
　要構造部をいう。）が木造、鉄骨造、コンクリートブ
　ロック造その他これらに類する構造であること

都市計画法第54条（昭和43年）

(２)２回目（平成13年４月）
対象：全路線
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緩和の内容：階数３以下かつ地階を有しない
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２．建築制限の緩和 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　 道路整備は、事業化までに長期間を要することが見込まれることを考慮し、横浜市では、
過去２回にわたり、国と協議を行い、緩和の基準を設けて運用してきた。
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（歩道の拡幅を残すなど道路の機能が概ね確保できている
　都市計画道路）

建築物の構造等：
　　　　都市計画法54条の規定のうち、木造を除く
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　　　　　　 近隣商業地域階数３以下かつ地階を有しない

どちらも１階部分以上（梁下有効2.7m以上）を公開する
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参考：建築制限の緩和 

※ これらのほか、一定の要件を充たす地下車庫を緩和するなどの措置をしている。 
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ウ 都市計画道路の種類 

都市計画道路の種類としては、最も一般的な道路である「幹線街路」のほか、「自動車専用道

路」、地区内における沿道宅地などへのサービスに供する「区画街路」、自転車や歩行者の専用道

路などの「特殊街路」がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  このうち「幹線街路」については、都市の重要な拠点間を連絡し、自動車専用道路と連携する

など、都市構造に対応したネットワークを形成する「主要幹線街路」、都市内の各地域又は主要

な施設相互間の交通を集約して処理する「都市幹線街路」、主要幹線街路または都市幹線街路で

囲まれた区域内で発生・集中する交通を処理する「補助幹線街路」に分類される。 

 

都
市

計
画

道
路

以
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の
道

路

都市計画道路

　【都市計画道路の分類】

　　その機能に応じて4つの種別に分けて都市計画決定されている。

A.自動車専用道路

もっぱら自動車の交通の用に供する道路である。

B.幹線街路

　都市の主要な骨格を成す道路で、都市に出入りする交通及び都
市内相互の交通を主として受け持つ道路である。
　都市計画道路の中で最も一般的な道路である。

C.区画街路

　地区内における沿道宅地などへのサービスのための道路である。

D.特殊街路

　自転車や歩行者の専用道路や、新交通システム等の交通を目的
とした道路である。
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図－２ 都市計画道路の種類 
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（３）都市計画道路の整備状況                           

 

横浜市内の都市計画道路（自動車専用道路、新交通システムを除く。）の延長は、平成 1８年

度末で、約６８９ｋm であり、その多くは昭和４０年代までに都市計画決定されている。 

このうち、整備済みが約６割、事業中等が約１割となっており、残る約 3 割の延長約１９６ｋ

ｍが未着手となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、整備率約６割を他の大都市と比較してみると、整備が非常に遅れている状況にあり、市

街化区域内の都市計画道路密度についても、他都市に比べて低い水準である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

なお、横浜市では、主要な放射環状型の幹線街路として「３環状１０放射道路」の整備を重点的

に進めており、国道とあわせて骨格的な道路網の形成を目指しているところである。 

出典：平成 1８年都市計画年報（H17 年度末時点）自動車専用道路、新交通システム除く。

図－４ 都市計画道路の整備状況（大都市比較） 

※密度は市街化区域内の密度

図－３ 都市計画道路の整備状況 
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 図－５ ３環状１０放射道路及び国道 
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（４）市内の道路交通や公共交通の現状

横浜市内の幹線道路は、近年の都市計画道路の整備などにより、走行速度は向上してきたもの

の、依然として慢性的に渋滞している区間も多く存在しており、市民生活、経済活動、さらには

沿道の環境に影響を与えている。 

横浜市では、市営地下鉄やみなとみらい線など市内の鉄道整備を促進するとともに、「駅まで

１５分道路」の整備等による、バスの走行環境改善を進めてきた。 

近年、バスの走行速度は若干改善傾向にあるが、自動車の交通手段分担率は高まってきている

ことから、さらなる道路混雑の緩和と走行速度の向上については、道路整備による対策が不可欠

である。 

また、大地震等の災害時における緊急輸送路の確保といった視点においても、災害に強い都市

計画道路網の整備が望まれている。 

さらに、本来幹線道路を利用すべき自動車交通が、渋滞を避けて住宅地内の道路（いわゆる『生

活道路』）を走行するなど、歩行者の安全性や良好な住環境が損なわれている状況がある。 

図－６ 混雑時平均旅行速度（平日、H17）

資料：「道路交通センサス（一般交通量調査）国土交通省」（H17）に基づき作成

凡 　 　 例

旅 行 速 度
（平 日 、 km ／ h）

20 .0～ 24 .9

20 .0  未 満

25 .0～ 29 .9

30 .0以 上

混雑時平均旅行速度

【旅行速度】 

ある区間について、区間の距離を走行

に要した時間で割ったもので、 所要時間

には、信号や渋滞などによる停止も含み

ます。 
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図－８ 横浜市内ﾊﾞｽ表定速度の推移（市営ﾊﾞｽ） 

資料：（社）公営交通事業協会資料及び横浜市交通局資料に基づき作成 
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図－９ 横浜市内における代表交通手段分担率 
資料：各年東京都市圏パーソントリップ調査に基づき作成 
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図－７ 平日の混雑時平均旅行速度（㎞/h） 

資料：「道路交通センサス（H17）」に基づき作成 
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（５）社会状況等の変化                              

  

ア 都市構造の変化 

 

横浜市は、みなとみらい２１、新横浜地区、港北ニュータウンなどの開発やこれらの拠点への

機能集積等により、多心型の都市構造へと変化してきている。 

スーパー中枢港湾に指定された横浜港のさらなる物流機能強化や、羽田空港再国際化が見込ま

れる中、港湾や空港へのアクセス強化とともに、首都圏や全国の主要都市との連絡強化に資する

広域的な交通利便性の向上が重要な課題となっている。 

また、近年の自動車専用道路や主要幹線街路、鉄道の整備により、都市の骨格となる交通基盤

が変化してきており、都市計画道路の計画・整備にあたっても、このような、都市構造の変化を

前提に進める必要がある。 

 

イ 緑地など自然環境や景観への関心の高まり 

 

現在の都市計画道路の多くが決定された昭和２０～４０年代には、郊外部の多くは農地や樹林

地が広がっていたが、急速な宅地化が進む中、これら自然環境が失われてきた。今日においては、

都市計画道路と残っている自然環境との共存や整合を図ることも考慮すべき事項のひとつとな

っている。 

また、市民の自然環境や景観への関心が高まっており、横浜市における道路の計画、整備、管

理面のそれぞれにおいて、自然環境や景観への配慮が求められている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

図－１０ 将来都市構造のイメージ 

出典：横浜市中期計画(平成 18 年度～平成 22 年度)
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S40　　 45       50       55       60       H2        7       12

図－１１ 山林の面積の推移 
資料：固定資産税概要調書に基づき作成 



- 9 - 

ウ 歩行者系空間の充実など道路に対する考え方の変化 

 

道路の技術的な指針である道路構造令は、昭和４０年代以降も、適宜、改訂されてきている。 

これらの改訂においては、歩行者系空間の幅員構成が大きく変更されており、歩行環境の更なる

改善に加えて、バリアフリーや自転車への配慮、植樹帯の充実などの観点から改訂されている。 

また、平成１５年には、道路構造令の弾力的な運用として、一般の乗用車と小型の貨物車等、

一定の規模以下の自動車のみが走行可能な小型道路（乗用車専用道路）の規格が設けられた。 

都市計画道路の計画・整備にあたっても、このような観点を踏まえる必要がある。 
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図－１２ 道路構造令改訂の経緯 

主な内容・改正点

昭和33年８月 ・道路を新設又は改築する場合の道路構造に関する技術基準（交通量

道路構造令 別の車道幅員，歩道幅員，勾配等）を定める

公布及び施行 ・車道幅員：道路区分（１～５種）や交通量，地形条件に応じて，44

分類に規定

・歩道幅員：４種道路にのみ設置 並木設置時 3.25ｍ

並木設置せず 2.25ｍ

昭和45年10月 ・自転車道（２ｍ以上），自転車歩行車道（２ｍ以上）を新たに定義

改正及び施行 ・車道幅員：道路区分や交通量に応じて，13分類に規定

・歩道幅員：４種又は自転車道を設ける３種道路に設置

３種 1.5ｍ（0.75ｍ）

４種１・２級 3.0ｍ（2.25ｍ） ※並木設置時は1.5ｍを追加

４種３級 1.5ｍ（1.0ｍ） ※（ ）は歩行者数が少ない等の
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平成13年４月 ・自動車及び自転車の多い場合は，自転車道（２ｍ）を設置

改正７月施行 ・自動車が多い場合（自転車道設置する道路除く）は，自転車歩行者

道を設置

・自転車歩行者道を設ける以外の道路は，歩道を設置

・自動車が多い（1,000台／日）場合の歩行者空間

歩行者多い 歩行者それ以外

（600人／日以上）

自転車多い 自転車道２ｍ 自転車道２ｍ
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昭和33年８月 ・道路を新設又は改築する場合の道路構造に関する技術基準（交通量

道路構造令 別の車道幅員，歩道幅員，勾配等）を定める

公布及び施行 ・車道幅員：道路区分（１～５種）や交通量，地形条件に応じて，44

分類に規定

・歩道幅員：４種道路にのみ設置 並木設置時 3.25ｍ

並木設置せず 2.25ｍ

昭和45年10月 ・自転車道（２ｍ以上），自転車歩行車道（２ｍ以上）を新たに定義

改正及び施行 ・車道幅員：道路区分や交通量に応じて，13分類に規定

・歩道幅員：４種又は自転車道を設ける３種道路に設置

３種 1.5ｍ（0.75ｍ）

４種１・２級 3.0ｍ（2.25ｍ） ※並木設置時は1.5ｍを追加

４種３級 1.5ｍ（1.0ｍ） ※（ ）は歩行者数が少ない等の

４種４級 1.0ｍ 特例値

昭和57年９月 ・４種１級には，植樹帯（1.5m）を設置

改正及び施行 ・自転車歩行者道・歩道幅員：

自転車歩行車道 歩道

３種 2.0m(1.5) 1.5ｍ（1.0ｍ） ※並木設置時は1.5

４種１級 3.5m(2.75) 3.0ｍ（2.25ｍ） ｍを追加

４種２級 3.5m(2.0) 3.0ｍ（2.25ｍ） ※（ ）は歩行者数

４種３級 2.0m(1.5) 1.5ｍ（1.0ｍ） が少ない等の特

４種４級 2.0m(1.5) 1.5ｍ（1.0ｍ） 例値

平成５年11月 ・自転車歩行車道・歩道幅員：

改正及び施行 自転車歩行車道 歩道

３種 3.0m 2.0ｍ ※並木設置時は1.5

４種１級 4.0m(3.0) 3.5ｍ（2.75ｍ） ｍを追加

４種２級 4.0m(3.0) 3.5ｍ（2.0ｍ） ※（ ）は歩行者数

４種３級 3.0m 2.0ｍ が少ない等の特

４種４級 3.0m 2.0ｍ 例値

平成13年４月 ・自動車及び自転車の多い場合は，自転車道（２ｍ）を設置

改正７月施行 ・自動車が多い場合（自転車道設置する道路除く）は，自転車歩行者

道を設置

・自転車歩行者道を設ける以外の道路は，歩道を設置

・自動車が多い（1,000台／日）場合の歩行者空間

歩行者多い 歩行者それ以外

（600人／日以上）

自転車多い 自転車道２ｍ 自転車道２ｍ

（600台／日以上） ＋歩道３ｍ ＋歩道２ｍ

自転車それ以外 自転車歩行車道４ｍ 自転車歩行車道３ｍ

●都市部の主要な道路の幅員
　　　（自転車歩行者道を設ける場合の標準値）

車道

自転車歩行者道 自転車歩行者道
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昭和45年
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平成５年

 
平成１５年７月

改正及び施行 
・小型道路(乗用車専用道路) 
 
既成市街地で用地の制約がある道路などで、大型の自動車の迂回
路がある場合には、乗用車や小型貨物車のみが通行可能な小型
道路（乗用車専用道路）を採用することができる。 
   ○車線幅員 ２．７５ｍ  〔３．２５ｍ〕(第四種第一級の場合) 
   ○建築限界の高さ ３ｍ  〔４．５ｍ〕 
   ○設計自動車荷重 ３トン 〔２５トン〕 
                           〔 〕内は普通道路 

３.５ｍ 

小 型 道 路
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エ 人口増加から減少の時代への転換 

 

横浜市においても少子高齢化の進行により、人口は平成３２年（２０２０年）前後にピークを

迎え、その後、緩やかに減少すると予測されており、全国の人口動向と比較して、ピークが１５

年程度遅れるものと予測されている。 

他方、高齢者や女性の移動が近年増加傾向にあることや、今後、高齢者の地域活動が増加する

であろうこと等を勘案すると、自動車交通については人口が減少に転じた後も当分の間、微増傾

向にあると言われており、「都心まで３０分」、「最寄駅まで１５分」といった従来の「通勤・通

学」や「業務」への対応に加えて、地域における市民の活動を支える都市計画道路の充実が、こ

れまで以上に求められてくるものと考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

オ 市民との協働によるまちづくりの推進 

 

ニーズの多様化する時代にあって、地域ごとに、市民と行政が課題解決に向け協力し合うこと

が必要であり、防災性向上や住環境保全などのまちづくりを、市民と行政が協働で進めることが

求められている。 

交通施策においても、「協働によるまちづくり」が求められており、道路整備にあたっては、

計画段階などにおいて、市民の意見を積極的に把握していく姿勢が必要である。 

 

 

図－１３ 人口動向 
資料 全国：国立社会保障・人口問題研究所資料(H18.12)に基づき作成 

横浜市：都市経営局資料に基づき作成 
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（６）これまでの検討経緯                             

  

ア 検討の経緯 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 都市計画審議会からの答申  

○平成１６年７月、横浜市から都市計画審議会に「これからの都市計画道路網のあり方について」

諮問し、全４回の小委員会での検討を踏まえ、平成１７年１月、横浜市へ答申された。 

 

② 基本的な考え方  

○「答申」に基づき作成した、今後の見直し作業のガイドラインとなるもの。 

・見直しの対象を幹線街路の未着手区間（78 路線、211km）とした。 

・見直しの考え方では、６分野１８項目の評価項目を設定した。 

 

③ 見直しの方向  

○「基本的な考え方」に基づき、見直しの概ねの規模（将来の望ましい都市計画道路の水準、概

ねの事業費、事業期間）などを示したもの 

・将来の望ましい都市計画道路の水準を、整備済み及び事業中の路線（延長約 460km、H17

年度末現在）に加え、あと約 200km が必要と設定。 

・現在事業中の路線（約 50km）と合わせ、将来の望ましい都市計画道路網を整備するために

必要な事業費を約１兆１４００億円と算定（国道直轄区間除く。） 

・将来の望ましい都市計画道路網を整備するために必要な事業期間は、現在事業中の路線（約

50km）と合わせ、約 60 年と算定。 

 

④ 見直しの素案（案）  

○「存続」、「変更」、「追加」、「廃止」のそれぞれの候補路線・区間を示したもの 

・併せて、優先的に事業着手する路線を「優先整備路線」として示した。 

個別路線等の
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市民意見募集
〈パブリックコメント〉

（H19.2） 
意見数：664通

市民の意見
（H20.1～H20.3）
意見数：715通

市民の意見 

H20年度以降 H18年度 

今回

H19.1

H19年度 

H19.5 H19.12

優先整備路線 ① 

③
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④
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第２章 素案策定の考え方 

 

（１）見直しの検討対象                              

 

都市計画道路の種類には、「自動車専用道路」、「幹線街路」、「区画街路」、「特殊街路」の４種

類があり、都市計画道路網の見直しの検討対象は、「幹線街路」の未着手路線・区間とした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

見直しに着手した平成 16 年度時点での未着手路線は、78 路線、約２１１ｋｍ（平成 15 年

度末現在）であったが、その後、事業着手した路線などもあることから、平成 18 年度末現在の

未着手路線は、71 路線、約１９６ｋｍとなっており、これらを見直しの検討対象とした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

自動車専用道路 もっぱら自動車交通のための道路 

地区における宅地の利用に供するための道

自転車や歩行者のための専用道路や、新交通システム等の交
通を目的とした道路 

幹 線 街 路 

区 画 街 路 

特 殊 街 路 

都市内におけるまとまった交通を受け持ち、都市の骨格を形
成する道路 

見直しの検討対象 
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○未着手区間において、一部道路改良を実施している箇所があります。 
○整備済みには、「概成区間」（車道は確保されているが、歩道の拡幅が残るなど）も含みます。 

見直しの検討対象 

平成 18 年度末現在
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（２）策定フロー                                 

 
既存路線の見直しの素案策定にあたっては、路線を骨格的な都市計画道路とその他の都市計画

道路に分類し、骨格的な都市計画道路については、①全市的な観点から検証し、その他の都市計

画道路については、②地域的な観点から検証を行い、さらに、③交通機能の検証及び④市境での

整合の検証を踏まえ、素案を策定した。 
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検討にあたっては、それぞれの検証過程において、6 つの視点を基に作成した 18 項目の評価

項目を必要に応じて用いながら、検証を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

活力ある 
まちづくり 

① 主要幹線街路は、市内の主要な都市拠点など
  の配置や自動車専用道路との連携に対応して
  いるか 

安全な 
まちづくり 

環境に 
配慮した 

まちづくり 

人に 
やさしい 

まちづくり 

周辺土地利 
用との整合 

骨格的な道路網の検証

必要性による検証

既存ストックの有効活

用のチェック 

周辺環境・土地利用
 との整合

② 主要幹線街路は、周辺都市の主要な都市拠点
  との連携を高めているか

③ 都市幹線街路や補助幹線街路は、副都心等の
  新たな都市機能の集積に対応しているか

④ 主要幹線街路は、１次緊急輸送路の適正な配
  置に寄与しているか 

⑤ 都市幹線街路や補助幹線街路は、２次緊急輸
  送路として災害時拠点へのアクセス性を確保
  しているか 

⑥ 都市幹線街路や補助幹線街路は、大規模火災
  等の延焼の防止に寄与しているか

⑦ まとまりのある貴重な緑地などにも配慮して
  いるか 

⑧ まちなみや景観にも配慮しているか

⑨ 円滑な交通流が確保され環境改善につながる
  か 

⑩ 新道路構造令に適合した歩道などを確保
  できるか 

⑪ 補助幹線街路などは、交通事故減少に寄与す
  るか

⑫ 補助幹線街路などは、生活道路の抜け道的利
  用を排除し、安全な歩行空間を確保した道路
  ネットワークが形成されるか

円滑な移動 

⑬ 交通処理のための適切な車線数が確保されて
  いるか 

⑭ 道路の混雑緩和及びバス・自動車の速度向上
  に寄与するか 

⑮ ネットワークの欠落区間の整備により連続性
  が期待されるか 

⑯ 補助幹線街路は、地域の分断を避けているか

⑰ 都市計画道路の整備を前提として土地利用が
  されているか 

⑱ 面的な開発事業と一体的に都市計画道路が計
  画されているか 

交通機能の検証

①全市的な観点から検証 

②地域的な観点から検証

③交通機能の検証

１８の評価項目６つの視点 
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（３）全市的な観点からの検証（骨格的な都市計画道路）               

 
ア 骨格的な道路網の検証 

 

３環状１０放射道路及び国道については、骨格的な道路と位置づけ、以下の指標により検証し、

必要性が確認された路線については、存続とした。 

 

 

 

 

視

点 
項    目 指    標 

市内の拠点を相互に結んでいるか 主要幹線街路は、市内の主要な都市拠

点などの配置や自動車専用道路との連

携に対応しているか 
高速道路のインターチェンジへのアクセス向上

が期待できるか 

活
力
あ
る
ま
ち
づ
く
り 

主要幹線街路は、周辺都市の主要な都

市拠点との連携を高めているか 

市内の拠点と周辺都市の主要な都市拠点との連

携を高めているか 

安
全
な
ま
ち
づ
く
り

主要幹線街路は、1 次緊急輸送路の適

正な配置に寄与しているか 

１次緊急輸送路に指定されている、もしくは行政

機関・総合病院などとの連携を高めているか 
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（４）地域的な観点からの検証（その他の都市計画道路）               

 

ア 必要性による検証 

 

都市機能の集積、防災性、環境改善、安全性、円滑な移動の観点から検証し、必要性の低い路線・

区間については、廃止の検討候補とした。 

 

 

視

点 
項    目 指    標 

市街地整備と一体なって、都市機能の集積効果が

期待できるか 

活
力
あ
る
ま
ち
づ
く
り 

都市幹線街路や補助幹線街路は、副都

心等の新たな都市機能の集積に対応し

ているか 自動車専用道路のインターチェンジ周辺の交通機

能強化が期待できるか 

災害時の緊急輸送路として、災害時拠点へのアク

セス性確保が期待できるか 都市幹線街路や補助幹線街路は、2 次

緊急輸送路として災害時拠点へのアク

セス性を確保しているか 災害時の避難路として、避難場所などへのアクセ

ス性確保が期待できるか 

安
全
な
ま
ち
づ
く
り 都市幹線街路や補助幹線街路は、大規

模火災等の延焼の防止に寄与している

か 

大規模火災時の延焼防止効果が期待できるか 

環
境
に
配
慮
し
た

ま
ち
づ
く
り 

円滑な交通流が確保され環境改善につ

ながるか 
渋滞の軽減により、環境改善効果が期待できるか

補助幹線街路などは、交通事故減少に

寄与するか 
交通事故の減少効果が期待できるか 

人
に
や
さ
し
い
ま
ち
づ
く
り 

補助幹線街路などは、生活道路の抜け

道的利用を排除し、安全な歩行空間を

確保した道路ネットワークが形成され

るか 

安全な歩行空間の確保が期待できるか 

走行速度の向上に寄与するか 

バスの速度向上に寄与するか 

駅周辺の交通の円滑化に寄与するか 
道路の混雑緩和及びバス・自動車の速

度向上に寄与するか 
骨格的な道路を補完し、周辺道路の交通の円滑化

が期待できるか 

ネットワークを形成することにより、周辺道路の

交通の円滑化が期待できるか 

踏切のボトルネックの解消が期待できるか 

円
滑
な
移
動 

ネットワークの欠落区間の整備により

連続性が期待されるか 

隣接市との連絡強化が期待できるか 
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イ 周辺環境・土地利用との整合の検証 

 

周辺環境や土地利用との整合を考慮し、まとまりのある緑地や、まちなみや景観への配慮など

が必要な路線は、変更または廃止の方向で検討することとし、引き続き既存道路の有効活用のチ

ェックを行う。 

 

ウ 既存道路の有効活用のチェック 

 

検討対象の路線・区間と起終点が近く、同程度の機能（円滑な移動）を備えた既存道路が存在

する場合は、原則として変更候補とするが、既存道路が都市計画道路である場合などは、廃止候

補とした。 

 

（５）交通機能の検証                               

 

道路構造令に適合した歩道幅員などの確保、交通処理のための適切な車線数の確保や、道路の

混雑緩和及びバス・自動車の速度向上に寄与するかを検証し、必要があれば変更候補とした。 

また、これまでの廃止の検討候補とした路線において、交通機能に支障がない場合は、廃止候

補とした。 

 

視

点 
項    目 指    標 

人
に
や
さ
し
い

ま
ち
づ
く
り

新道路構造令に適合した歩道幅員等

を確保できるか 

現在決定されている幅員で、適切な歩道幅員等を確

保できるか 

交通処理のための適切な車線数が確

保されているか 

現在決定されている幅員で、適切な車線数を確保で

きるか 

路線の廃止により、周辺道路に交通混雑が生じない

か 

円
滑
な
移
動 

道路の混雑緩和及びバス・自動車の速

度向上に寄与するか 鉄道との交差方式や交差点の形状などにおいて、交

通処理上の課題はないか 

視

点 
項    目 指    標 

まとまりのある貴重な緑地などにも配慮

しているか 

都市計画道路の整備により、まとまりや連続性

のある緑地などの分断・改変を行わない 

環
境
に
配
慮
し
た

ま
ち
づ
く
り まちなみや景観にも配慮しているか 

都市計画道路は、まちなみや景観に配慮した計

画となっているか 

補助幹線街路は、地域の分断を避けている

か 

補助幹線街路の整備により、地域分断を生じな

い 

都市計画道路の整備を前提として土地利

用がされているか 

都市計画道路の整備を前提として、沿道の土地

利用が行われている 

周
辺
土
地
利
用
と
の
整
合 

面的な開発事業と一体的に都市計画道路

が計画されているか 

面的な開発事業と一体的に都市計画道路が計画

されているか 
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（６）市境での整合の検証                             

 

横浜市と隣接する周辺市との境において、横浜市または隣接市のいずれか一方に都市計画道路

が存在しない、あるいは、双方に存在していても、線形や計画幅員が異なっているなど、整合が

図られていない路線について、隣接市と調整した結果、本市側での変更が必要な路線については、

変更候補とした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（７）追加路線の検討                               

 

追加路線については、以下の手順により検証し、素案を作成した。 

 

項    目 指    標 

市街地整備と一体となって、都市機能の集積が期

待できるか 
都市構造の変化や新たな都市機能の集積 

自動車専用道路のインターチェンジ周辺の交通

機能強化が期待できるか 

地域の防災性や連絡性 

拡幅整備を進めている路線であって、地域の交通

を処理する補助幹線街路としての機能を有して

いるか 

 

 

　市境に都市計画道路が接している箇所 63 箇所

　隣接市と整合が図られている箇所 38 箇所

　不整合となっている箇所 25 箇所

　幅員・線形の不整合 15 箇所

　横浜市側に計画があるが隣接市に無い 4 箇所

　隣接市側に計画があるが横浜市に無い 6 箇所
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第３章 見直しの素案 

 

（１）見直しの素案                                

 

見直しにより、変更候補、追加候補、廃止候補となった路線・区間は以下のとおりとなる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○次の場合には、関連する都市計画道路の取扱いと整備について、その進ちょくに合わせて検討していく。
・今後、土地区画整理事業や市街地再開発事業などの面的整備、新たな鉄道連続立体交差事業など、まち

づくりが具体化した場合 
・米軍施設返還後の土地利用の検討が具体化した場合 
・新たな自動車専用道路などの計画が具体化した場合 

区　　間

1

2

3

 都筑区早渕一丁目～大棚町

(仮称)白根線  旭区白根三丁目～上白根町

(仮称)上矢部岡津線  戸塚区上矢部町～泉区岡津町

追加候補路線

番号 路線名

(仮称)新吉田中川線

区　　間

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

 瀬谷区宮沢一丁目～二ツ橋町

 港北区下田町六丁目（川崎市境）～下田町六丁目

 港北区日吉六丁目（川崎市境）～日吉六丁目

 港北区樽町二丁目～太尾町、港北区太尾町～新羽町

 日吉元石川線

 川崎町田線

 神奈川区東神奈川一丁目～西神奈川一丁目、港北区鳥山町

 港北区鳥山町～小机町

 横浜上麻生線

 鳥山線

 栄区上郷町

 神奈川区片倉五丁目

 環状４号線

 鶴見三ツ沢線

 鶴見区生麦三丁目～岸谷三丁目

 瀬谷区宮沢一丁目～二ツ橋町、瀬谷区瀬谷一丁目～相沢二丁目、瀬谷区瀬谷町～相沢七丁目

 岸谷線

 瀬谷地内線

 保土ケ谷区川島町

 港北区高田町(川崎市境)～下田町六丁目、港北区日吉一丁目～日吉三丁目(川崎市境)

 坂本鶴ケ峰線

 高田日吉線

 鶴見区駒岡一丁目～獅子ケ谷二丁目

 保土ケ谷区岩崎町～初音ケ丘

 大田神奈川線

 保土ケ谷二俣川線

路線名

変更候補路線

 環状３号線

 宮内新横浜線

番号

区　　間

1

2

3

4

5

6

7

廃止候補路線

番号 路線名

 上永谷戸塚線  戸塚区舞岡町

 日吉元石川線  港北区日吉七丁目～箕輪町二丁目

 磯子浜松町線  磯子区久木町～丸山一丁目、南区前里町～西区境之谷

 奈良１号線  青葉区奈良町

 鶴見師岡線  鶴見区獅子ケ谷二丁目～港北区師岡町

 川上川島線  戸塚区品濃町～保土ケ谷区今井町

 大口線  神奈川区子安通～七島町
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・路線は重複しているものがあります。
・延長の合計は四捨五入の関係で合いません。

路線数 延長
存続 64路線 約１７３ｋｍ

変更候補 14路線 約１３ｋｍ
追加候補 　３路線 約　６ｋｍ
廃止候補 　７路線 約１０ｋｍ

見直し後の延長　　　　約１９１ｋｍ
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以下に区別の素案を示す 
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第４章 今後の進め方 

 

（１）都市計画手続き                                

 

廃止候補とした路線・区間については、関係機関との協議を行うとともに、市民の意見

も踏まえつつ都市計画素案を作成し、都市計画の手続きを行う。 

また、変更候補、追加候補とした路線・区間については、道路構造などについて具体的

に検討したうえ、関係機関との協議を行うとともに、市民の意見も踏まえつつ都市計画素

案を作成し、都市計画の手続きを行う。 

なお、これらの廃止、変更、追加に伴い、接続する路線などに変更等の必要が生じた場

合は、併せて都市計画の手続きを行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

道路構造などについて具体的に検討

変更候補 追加候補廃止候補

関係機関との協議を行うとともに、市民の意見を踏まえつつ、
個別路線・区間の都市計画素案を作成

都 市 計 画 の 手 続 き


